
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011001020202 事務事業名 ＪＲ国分駅バリアフリー化促進事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 西敬一朗

施策名 02 交通体系の充実 グループ 地域政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ

基本事業名 02 鉄道・航空の路線確保及び港湾の整備促進 内線番号 1546

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ☐ H 28 年度～）

項 01 総務管理費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 霧島市地域公共交通網形成計画等

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付額 千円 1,893 24,876 22,161 0 0

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人 135,332 135,000 135,504 135,000 135,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

鉄道の利用者 2/115/3,791 2/115/3,950 2/123/― 2/119/3950 2/119/3950

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる。 鉄道の利用者 2/115/3,791 2/115/3,950 2/123/―

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,893 24,876 22,161 0 0

千円 1,893 24,876 22,161 0 0

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,893 24,876 22,161 0 0

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H28 H29

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

ＪＲ九州㈱がＪＲ国分駅のバリアフリー化（エレベーター設置）を施すに当たり。市が同社に対し、総工費の1/６を補助金として交付する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
人口（県人口移動調査）+通勤・通学者数（直
近の国勢調査）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
自立した日常生活や社会生活を確保
する。

路線/便/千人

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 路線/便/千人

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律において、1日当たりの平均的な利
用者数が3,000人以上の駅については、平成32
年度までにバリアフリー化を実施することとなっ
ている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

ＪＲ九州が実施したＪＲ国分駅バリアフリー化の工事費に対し、経費の１/６
を補助した。

ＪＲ国分駅バリアフリー化が完了し、国分駅における高齢者、障害者等の
移動等の円滑化が図られた。
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0102011001020202 ＪＲ国分駅バリアフリー化促進事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④
当初の目的を達成したため、当該事業は終了する。

☐

■

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 満留　寛 企画部

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
ＪＲ国分駅にエレベーターが設置されることにより、鉄道利用者の
利便性が図られるため、基本事業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

ＪＲ九州㈱単独では、ＪＲ国分駅のバリアフリー化は困難であるため
、国県市が一定の補助を行うことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
ＪＲ国分駅のバリアフリー化にかかる必要な工事を実施したもので
あり、十分な成果であると考えられるため。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

ＪＲ国分駅バリアフリー化に必要な工事であったため、削減の余地
はない。
また、国、県、事業者も応分の負担をしている。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

補助金交付のみの簡易な事務であったため、削減の余地はない
。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　全市民が利用するＪＲ国分駅の利便性向上に資する事業である
ため公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性

国分駅のバリアフリー化が、Ｈ29年度で完了したため事務事業を廃止する。。
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0102011001020202 ＪＲ国分駅バリアフリー化促進事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 22,161 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

22,161 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

22,161 0 0

計 22,161 0 0

当初予算 24,876 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 24,876 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011001020301 事務事業名 コミュニティバス等運行事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 西敬一朗

施策名 02 交通体系の充実 グループ 地域政策グループ

基本事業名 03 バス輸送等の確保 内線番号 1546

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 特に無し

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域公共交通計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

コミュニティバスの運行路線数 路線 48 45 38 36 34

デマンド交通の運行地域数 地域 2 5 5 7 9

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 125,447 130,000 125,338 125,969 126,230

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

移動手段が確保される コミュニティバス利用者数 人 72,083.0 72,500.0 63,963.0 72,500.0 72,500.0

移動手段が確保される デマンド交通利用者数 人 1,271 1,200 1,667 1,500 1,500

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる バス路線数 路線 69 69 62

利便性が確保できる バス便数 便 222 222 210

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 71,000 73,000 72,000 75,000 0

千円 81 453 774 480 75,480

千円 71,081 73,453 72,774 75,480 75,480

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 71,081 73,453 72,774 75,480 75,480

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　交通空白・不便地域の市民の交通移動手段を確保するために、コミュニティバス（ふれあいバス、デマンド交通）を運行する。
○ふれあいバス
　□国分（９路線）、牧園（10路線）、霧島（３路線）：鹿児島交通㈱に運行委託　
　□溝辺（４路線）、横川（９路線）：南国交通㈱に運行委託　　□福山（３路線）：三州自動車㈱に運行委託（H30.3.30鹿児島交通に事業譲渡）
○デマンド交通
　□霧島地区永水・向田地域：AT交通㈱に運行委託　□溝辺地区有川地域、福山地区佳例川地域及び福山地域：㈲中村タクシーに運行委託
＊デマンド交通：タクシーの利便性とバス並みの料金を目指した新たな交通システムであり、主な特徴として、①利用者は、事前登録（利用者登録）
と電話での事前予約が必要になる。②乗り合せの運行になるので、予約状況によって運行時間が変動する。　が挙げられる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

①75歳以上の運転免許証保有者を対象に、記
憶力や判断力を測る「認知機能検査」の強化を
柱とした改正道路交通法が平成27年６月11日
に成立しており、免許返納者が増加する可能性
がある。
②市、市民及び事業者等で構成する「霧島市地
域公共交通会議」での協議を経て、平成28年３
月に「霧島市地域公共交通網形成計画」を策定
した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

①ふれあいバス利用者数
　国分地区：29,597人
　溝辺地区：3,494人
　横川地区：10,314人
　牧園地区：3,773人
　霧島地区：8,567人
　福山地区：8,218人
②デマンド交通利用者数
　霧島地区永水地域：1,151人　　溝辺地区有川地域：263人
　福山地区佳例川地域：108人　　福山地区福山地域：145人

○ふれあいバスの運行により、各地区の高齢者等の日常生活の移動手
段及び児童・生徒の特認校への通学手段を確保した。
○デマンド交通の運行により、当該地域の高齢者等の日常生活の移動
手段を確保した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○昨年度実施した住民座談会の結果を踏まえ、ふれあいバス路線の大
幅な見直しやふれあいバスからデマンド交通への移行を行った。
【Ｈ29.10～ 見直し後の運行開始】
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0102011001020301 コミュニティバス等運行事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 路線バス支援事業

☐

☐

■

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・連携 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　コミュニティバスの運行により、交通空白・不便地域に住む市民
の交通移動手段が確保でき、利便性の向上を図ることができるた
め、基本事業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　交通空白・不便地域（路線バス等が運行していない地域）に住
む市民の交通移動手段を確保するために、市が実施している事
業であることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　コミュニティバスの運行は、交通空白・不便地域の市民の移動手
段の確保に資するものであるが、他の公共交通機関との乗り継ぎ
改善や市民ニーズにあった運行形態（路線、便数、ダイヤ等）への
見直しを図ることで、向上する余地はある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　本事業の廃止により、交通空白・不便地域に居住する高齢者等
の移動手段及び児童・生徒の特認校への通学手段が確保できな
くなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　コミュニティバス（ふれあいバス・デマンド交通）と路線バスのダイ
ヤ調整を行い連携を強化することで、乗り継ぎ利便性の向上を図
ることできる。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　平成28年３月に策定した「霧島市地域公共交通網形成計画」に
基づき、持続可能な移動手段の確保に向け、沿線住民の理解・納
得のもと、運賃の値上げやデマンド交通など他の移動手段の検討
を行うことで、事業費を削減することは可能である。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　現在、交通事業者へバスの運行やバス停の時刻表表示などの
運行に係る諸事務全てを委託しているため、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　全市民が利用できるコミュニティバス路線への運行支援であるこ
とから、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　「霧島市地域公共交通網形成計画」に基づき、持続可能な移動手段の確保に向け、沿線住民の理解・納得のもと、ふれあいバ
ス路線の見直しやデマンド交通など他の移動手段の検討を行う。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

・地域住民のニーズに合致した運行形態となるよう、ふれあいバスを運行する。
・必要に応じ、ふれあバスからデマンド交通への移行を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011001020301 コミュニティバス等運行事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 72,774 75,480 75,480

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

72,774 75,480 75,480

0 0

0 0

0 0

72,000 75,000

774 480 75,480

計 72,774 75,480 75,480

当初予算 73,453 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 まちづくり基金繰入金 72,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 73,453 0

0

0

0

0

合　計 72,000

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011001020302 事務事業名 路線バス支援事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 西敬一朗

施策名 02 交通体系の充実 グループ 地域政策グループ

基本事業名 03 バス輸送等の確保 内線番号 1545

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 47 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 市地方公共交通特別対策事業補助金交付要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域公共交通網形成計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

国分地区の遠距離通学バスとして運行支援を行っている路線数 路線 1 1 1 0 0

市単独補助で運行支援を行っている路線数 路線 8 7 7 3 3

県廃止路線代替バスで運行支援を行っている路線 路線 16 16 16 16 16

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

人 3 2 0 0 0

市民 人口 人 125,447 130,000 125,338 125,969 126,230

県廃止路線代替バスの運行路線 路線バスの廃止対象路線数 路線 17 17 17 17 17

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

人 3.0 2.0 0.0 0.0 0.0

市単独補助バスの利用者数 千人 38 39 38 39 39

県廃止路線代替バスでの維持路線数 路線 17 17 17 17 17

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる バス路線数 路線 69 69 62

利便性が確保できる バス便数 便 222 222 210

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 13,500 13,900 14,232 13,900 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 86,002 100,351 84,881 97,234 109,190

千円 99,502 114,251 99,113 111,134 109,190

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 99,502 114,251 99,113 111,134 109,190

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市民の交通移動手段である路線バスを維持するために、民間バス事業者が運行する路線バスの支援を行う。
①国分地区遠距離通学バス（三州自動車㈱）：平山・口輪野地区から国分南小・中学校へ通学する児童生徒をバスで輸送する。
②市単独補助路線バス（鹿児島交通㈱）：市街地循環バス（国分、隼人の市街地を運行）
③地方公共交通特別対策事業補助金（鹿児島交通㈱・・・２路線、三州自動車㈱・・・13路線））：過疎地域における地域住民の日常生活に必要な交
通手段の確保を図るため、廃止路線代替バス等の公共交通の運行に要する費用について事業者に補助金を交付する。
④地域間幹線系統確保維持費補助金（鹿児島交通㈱・・・６路線、三州自動車㈱・・・２路線、南国交通㈱・・・１路線））：バス事業者が自主的に運行
している広域的・幹線的な基幹路線で、国の補助要件を満たす路線について、国及び地方公共団体が赤字運行経費の補助を行う。
※三州自動車㈱のバス事業は、H30.3.30から鹿児島交通㈱へ事業譲渡

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
平山・口輪野地区から国分南・小中学
校へ遠距離通学する児童生徒

遠距離通学バスの運行が必要な平山・口輪
野地区の児童生徒数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
バスの路線を維持することにより、市民
の移動手段を確保する。

国分地区遠距離通学バスを利用している児
童生徒数

イ
バスの路線を維持することにより、市民
の移動手段を確保する。

ウ
バスの路線を維持することにより、市民
の移動手段を確保する。

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

①75歳以上の運転免許証保有者を対象に、記
憶力や判断力を測る「認知機能検査」の強化を
柱とした改正道路交通法が平成27年６月11日
に成立しており、免許返納者が増加する可能性
がある。
②市、市民及び事業者等で構成する「霧島市地
域公共交通会議」での協議を経て、平成28年３
月に「霧島市地域公共交通網形成計画」を策定
した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

①国分地区遠距離通学バス（三州自動車㈱）
　対象児童人数０人
②市単独補助路線バス（鹿児島交通㈱）
　利用者数：38,131人
③地方公共交通特別対策事業補助金
　利用者数：163,203人
④地域間幹線系統確保維持費補助金
　利用者数：721,796人

○路線バスを維持することにより、鉄道と合わせた市内の広域的な交通
ネットワークが確保され、通勤通学や高齢者等の交通移動手段が確保さ
れた。

7



0102011001020302 路線バス支援事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ コミュニティバス等運行事業

☐

☐

■

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・連携 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

路線バスの利用促進につながるよう、利用啓発活動等を実施する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　民間バス事業者が運行する路線バスの運行支援を行うことにより
、市民の交通移動手段が確保でき、公共交通の利便性が図られ
るため、基本事業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　民間事業者の自助努力だけでは路線維持が困難となっている
ため、国、県及び市が運行支援（補助金による赤字経費の補填）
を行うことにより、市民の交通移動手段を確保している。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　他の公共交通（鉄道、コミュニティバス等）との乗り継ぎ改善や市
民ニーズにあった運行形態（路線、便数、ダイヤ等）への見直しを
図る必要がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　本事業の廃止により、交通空白・不便地域に居住する高齢者の
移動手段及び児童生徒等の通学手段を確保できなくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　コミュニティバス（ふれあいバス・デマンド交通）と路線バスのダイ
ヤ調整を行い乗り継ぎ利便性の向上を図ることが肝要である。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　平成28年３月に策定した「霧島市地域公共交通網形成計画」に
基づき、市単独補助路線については利用実態等を踏まえたバス
路線の再編による運行経費の削減や利用促進等を図ることにより
、事業費削減余地がある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　ふれあいバス及び路線バスに関連する各種情報をデータベース
化（霧島市バス管理システムの構築）することにより、事務量の軽
減を図っている。「霧島市地域公共交通網形成計画」の策定及び
同計画の推進に係る本委託業務を拡大させることにより事務量の
軽減が図られる。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　全市民が利用できるコミュニティバス路線への運行支援であるこ
とから、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

「霧島市地域公共交通網形成計画」に基づき、市単独補助路線については利用実態等を踏まえたバス路線の再編による運行経
費の削減や利用促進等を図る

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011001020302 路線バス支援事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,944 1,944 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 97,169 109,190 109,190

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

99,113 111,134 109,190

0 0

14,232 13,900

0 0

0 0

84,881 97,234 109,190

計 99,113 111,134 109,190

当初予算 114,251 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 13,872 県支出金 地方公共交通特別対策事業費 14,232

▲ 13,872 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 100,379 0

0

0

0

0

合　計 14,232

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

補正第6号

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011001020304 事務事業名 霧島市地域公共交通網形成計画推進事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 西敬一朗

施策名 02 交通体系の充実 グループ 地域政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ

基本事業名 03 バス輸送等の確保 内線番号 1546

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 28 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域公共交通網形成計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付額 千円 5,242 4,540 4,439 0 0

地域公共交通網形成計画推進に係る事業費 千円 0 0 0 787 790

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 125,447 130,000 125,338 125,969 126,230

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

移動手段が確保される コミュニティバス利用者数 人 72,083.0 72,500.0 63,804.0 72,000.0 72,000.0

デマンド交通利用者数 人 1,271 1,200 1,667 1,500 1,500

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる バス路線数 路線 69 69 62

バス便数 便 222 222 210

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 5,000 4,000 4,000 0 0

千円 241 540 439 787 787

千円 5,241 4,540 4,439 787 787

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,241 4,540 4,439 787 787

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

平成27年度に策定した「霧島市地域公共交通網形成計画」に基づく事業として実施する利用促進及び事業評価（会議運営・フォローアップ等）に
要する経費の1/２を霧島市地域公共交通会議に補助する。（Ｈ30年度以降は霧島市地域公共交通会議への補助ではなく、市による直接事業の予
定）
なお、本事業の実施に当たっては、国の「地域公共交通確保維持改善事業補助金（地域公共交通調査事業計画推進事業）」を活用した。本補助
事業の概要は次のとおり。

○補助対象事業者：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会　→　霧島市地域公共交通会議
○補助率：１/２
○補助対象期間：地域公共交通網形成計画策定から最大２年間【霧島市においてはＨ28年度、Ｈ29年度が対象】

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

①75歳以上の運転免許証保有者を対象に、記
憶力や判断力を測る「認知機能検査」の強化を
柱とした改正道路交通法が平成27年６月11日
に成立しており、免許返納者が増加する可能性
がある。
②市、市民及び事業者等で構成する「霧島市地
域公共交通会議」での協議を経て、平成28年３
月に「霧島市地域公共交通網形成計画」を策定
した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

霧島市地域公共交通会議が当該計画を推進するにあたり、「市民参加
型のワークショップ」「市街地循環バス等への乗り込み調査」及び「事業評
価のための地域公共交通会議の実施」を行い、霧島市はこれらの事業に
必要な経費の一部4,439千円を補助した。

ワークショップや市街地循環バス等への乗り込み調査結果を踏まえた市
街地循環バスの見直し方針案を作成することができた。
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0102011001020304
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥
業務委託できる部分は委託することにより削減できる。

☐

■

⑦
業務委託できる部分は委託することにより削減できる。

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

市街地循環バスの見直しを行うとともに、公共交通の利用促進を図る。

・地域のニーズ把握に努め、公共交通網の見直しや周知・広報活動を強化すること等により、公共交通の更なる利用促進を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

霧島市地域公共交通網形成計画推進
事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
霧島市地域公共交通網形成計画の基本方針は「誰もが分かりや
すく、安心して外出できる地域公共交通網の形成」であるため、当
該計画を推進することは、市民の利便性の向上につながるため、
基本事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

霧島市地域公共交通網形成計画において、霧島市及び霧島市
地域公共交通会議の２者が中心的な立場で計画を推進することと
なっているため。妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
霧島市地域公共交通会議において、これまで以上に十分な議論
を行い、地域公共交通網の再編の検討を行うことにより、成果が向
上する可能性がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
霧島市地域公共交通網形成計画は平成31年度を目標年度とし、
各種数値目標を設定しており、本事業を廃止した場合、計画推進
に係る事業を実施することができず、計画の推進は停滞する。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域公共交通網の充実させることは、市民全体の受益につながる
ため、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011001020304 霧島市地域公共交通網形成計画推進事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 284 284

9 0 53 53

10 0 0

11 0 10 10

0 10 10

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 440 440

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 4,439 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

4,439 787 787

0 0

0 0

0 0

4,000 0

439 787 787

計 4,439 787 787

当初予算 4,540 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 まちづくり基金繰入金 4,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 4,540 0

0

0

0

0

合　計 4,000

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010902020102 事務事業名 空港周辺地域環境整備事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 02 自然にやさしいまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 02 生活環境の向上 グループ 地域政策グループ

基本事業名 01 環境衛生の向上 内線番号 1546

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 5 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 鹿児島空港周辺地域環境整備基金条例 他

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

空気調和機器機能回復台数 台 32 70 18 70 70

件 355 390 338 380 380

空気調和機器稼働費補助 件 7 7 7 7 7

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

空気調和機器機能回復台数 台 739 739 739 739 739

世帯 662 557 537 537 537

世帯 7 7 7 7 7

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

騒音のない快適な生活ができる。 空気調和機器機能回復台数 台 32.0 70.0 18.0 70.0 70.0

騒音障害を緩和できる。 件 355 390 338 390 390

騒音のない快適な生活ができる。 空気調和機器稼働費補助件数 件 7 7 7 7 7

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

生活環境に関する問題が解決できる 苦情相談対応に対する満足度 ％ 91 95 91

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 5,069 198,803 189,882 11,715 11,715

千円 156 210 434 210 210

千円 5,225 199,013 190,316 11,925 11,925

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,225 199,013 190,316 11,925 11,925

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

空港周辺の航空機騒音に対する住民への生活環境対策が図られた。

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　空港周辺の航空機騒音に対する住民への生活環境対策として、鹿児島空港周辺地域環境整備事業基金の対象区域内においては、騒音により
閉めきることが多くなる室内の空気を換気するための空気調和機器の設置に対する補助、騒音によって聞きづらくなるテレビに対してＮＨＫの受信
料を補助、また、国の定める第一種区域内においては空気調和機器稼働費（電気代）の補助をしている。
　基金の区域内においては、空気調和機器が既に対象地域の全世帯に設置されており、現在は設置後10年を経過し、その機能を失った機器につ
いて、取り替え設置（更新工事）の費用を一部補助している。テレビ受信料補助については、毎年対象世帯からの申請を受け付けて、ＮＨＫ受信料
の支払実績を検査し補助している。財源である基金については県の補助金が含まれており、事業については県へ提出した補助事業計画に基づき
実施している。空気調和機器稼働費（電気代）補助については、財源として航空機燃料譲与税を充てている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ NHKテレビ受信料補助件数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
基金事業対象区域の空気調和機器設
置世帯

イ
基金事業対象区域のNHK受信料契約
世帯

補助対象のNHK受信料契約世帯数

ウ
国の定める一種区域内で空気調和機
器設置世帯

国の定める一種区域内で空気調和機器設置
世帯数

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ NHKテレビ受信料補助件数

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成４年に鹿児島空港の運用時間が１時間延
長されることとなり、周辺住民においては更に航
空機の騒音被害に悩まされることから、生活環
境被害対策として県と旧溝辺町、旧隼人町が出
資して基金を創設し、基金事業計画に基づく事
業を実施している。　騒音対策区域の見直しに
より平成25年４月から第１種区域が縮小された。
しかし、離着陸時における騒音は依然あるのが
現状である。
　第１種区域の縮小に伴って、国庫事業対象か
ら外れた世帯を基金事業の対象とした。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

空港周辺地域の騒音対策
　・空気調和機器更新工事　18台（溝辺地区：18台　隼人地区：0台）
　・ＮＨＫ受信料補助　338件
　・空気調和機器稼働費補助　7件
平成29年の運用時間延長に伴い県から交付された補助金を基金の原資
とし、空港周辺地域の13地区自治公民館等に対し環境整備及び地域活
性化を図るための交付金を交付した。
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0102010902020102 空港周辺地域環境整備事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 空港周辺地域住宅騒音防止対策事業

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　空港周辺の航空機騒音に対する住民への生活環境対策により
、騒音の軽減が図られ、生活環境に関する問題が解決できること
に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　対象地域の生活環境被害対策であるため、市が行うべきもので
ある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　対象が空港周辺の騒音区域に限定されているため、向上余地
はない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　空港の運用時間延長に伴う生活環境対策で実施した事業であ
るため、廃止・休止した場合、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　類似事業として国庫補助事業があるが、対象区域が異なるため
、統合・連携はできない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　空調機器の機能回復について、国庫補助事業に準じ、部屋の
広さ毎に限度額が設定されているため削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　申請から補助金確定までの事務を最低限の業務時間にとどめて
いる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　対象世帯及び対象地区が限定されて一部の受益者に偏ってい
るが、空港周辺の騒音対策事業であるため不公平ではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　空港周辺地域の環境整備等について協議する場である鹿児島空港周辺地域環境整備委員会を定期的に開催し、地域住民の
代表者と国、県、市が航空機騒音対策等に関して意見交換・情報共有することで、騒音の少ない良好な生活環境の実現を図る。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

　引き続き鹿児島空港周辺地域環境整備委員会を定期的に開催し、地域住民の代表者と国、県、市が航空機騒音対策等の進捗
状況などに関して意見交換・情報共有することで、騒音の少ない良好な生活環境の実現を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010902020102 空港周辺地域環境整備事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 140 153 153

9 12 101 101

10 0 0

11 55 77 77

55 77 77

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 36 71 71

36 71 71

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 190,073 11,523 11,523

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

190,316 11,925 11,925

0 0

0 0

0 0

189,882 11,715 11,715

434 210 210

計 190,316 11,925 11,925

当初予算 199,013 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 空港周辺環境整備基金繰入金 189,882

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 115 0

予算合計 198,898 0

0

0

0

0

合　計 189,882

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010902020103 事務事業名 空港周辺地域住宅騒音防止対策事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 02 自然にやさしいまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 02 生活環境の向上 グループ 地域政策グループ

基本事業名 01 環境衛生の向上 内線番号 1546

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 48 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 飛行場周辺における騒音による障害の防止等に関する法律

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

空気調和機器更新台数 台 3 4 0 4 4

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

空気調和機器設置世帯数 世帯 27 27 27 27 27

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

騒音のない快適な生活ができる。 空気調和機器設置世帯更新台数 台 3.0 4.0 0.0 4.0 4.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

生活環境に関する問題が解決できる。 苦情相談対応に対する満足度 ％ 91 95 91

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 188 380 0 374 374

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 90 246 0 252 252

千円 42 55 0 53 53

千円 320 681 0 679 679

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 320 681 0 679 679

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

空港周辺の航空機騒音に対する住民への生活環境の維持が図られた。

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　空港周辺の航空機騒音に対する住民への生活環境対策として国の要綱に基づき行われる、空気調和機器（以下「空調機」という。）の更新工事①
～③に対する補助。
　昭和48年度から住宅騒音防止対策事業（国が定める第1種区域内に昭和57年3月30日までに建った住宅）として、空気調和を図るための防音工
事により設置された、空調機の機能が失われている場合における当該機器の機能回復工事（更新工事①）、更新工事①により設置された空調機の
機能が失われている場合における当該機器の機能回復工事（更新工事②）、更新工事②により設置された空調機の機能が失われている場合にお
ける当該機器の機能回復工事（更新工事③）を行う。
※空調機を設置してから10年以上経過し機能を失っていることが条件になる。
　 平成24年４月に、騒音対策区域が見直され、平成25年度から対象世帯が大幅に減少した。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
国が定める第１種区域内で空調機を
設置し、引き続き居住している住民

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　昭和47年の鹿児島空港開港に伴い、国の定
める第１種区域（溝辺・隼人地区）において行わ
れる国の騒音対策事業で、当初は空調機の設
置事業であったが、現在は10年以上経過した空
調機の更新①、更新①を行った空調機の10年
以上経過後の更新②、更新②を行った空調機
の10年以上経過後の更新③をする事業となって
いる。なお、平成22年度に国の要綱改正により
、補助率の改定が行われた。また、平成24年４
月に騒音区域の見直しがなされ、平成25年度か
ら対象世帯数が大幅に減少している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

空港周辺地域の騒音対策（第１種区域内）
・空気調和機器更新工事　０台（溝辺地区：０台　隼人地区：０台）
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0102010902020103 空港周辺地域住宅騒音防止対策事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 空港周辺地域環境整備事業

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

空港周辺地域において、国と連携しながら航空機騒音対策等を実施することで生活環境の向上に取り組む。

引き続き空港周辺地域において、国と連携しながら航空機騒音対策等を実施することで生活環境の向上に取り組む。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　空調機の更新工事により航空機騒音の少ない快適な生活を送る
ことが可能となり、生活環境に関する問題を解決することに結びつ
いている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に
関する法律」（以下「法」という。）に基づき、航空機の騒音により生
じる障害の防止策として実施している。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　国が定めた第１種区域内に所在する空調機を設置した住宅に、
引き続き居住している住民に対し、十分な成果が出ている。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　法に基づき実施している事業で、空港が所在する他の地域など
との関係もあり、市単独で廃止・休止を検討できない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 基金を利用して行っている類似事業があるが、対象区域が異なる
ため連携できない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　法に基づき実施している事業で、空港が所在する他の地域など
との関係もあり、市単独で事業費の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　現在、溝辺地区の事業は溝辺総合支所地域振興課、隼人地区
の事業と国への申請事務等は本庁地域政策課で行っている。こ
れらを１ヶ所でまとめて取り扱うことは、現地確認・検査等が必要な
ことからも、いたずらに事務の煩雑化を招くに過ぎない。よって、現
行の方式が最も適している。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　国が定めた第１種区域内における航空機騒音対策として、適切
かつ公平・公正に実施されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010902020103 空港周辺地域住宅騒音防止対策事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 53 53

10 0 0

11 0 40 40

0 40 40

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 586 586

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

0 679 679

0 374 374

0 0

0 0

0 252 252

0 53 53

計 0 679 679

当初予算 681 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 住宅騒音防止対策事業費 0

0 その他 空港周辺環境整備基金繰入金 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 681 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010902020104 事務事業名 地域環境整備交付金事務事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 02 自然にやさしいまちづくり 担当課長 齋藤　修

施策名 02 生活環境の向上 グループ 地域振興・教育グループ

基本事業名 01 環境衛生の向上 内線番号 6031

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 16 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 霧島市溝辺町地域環境整備事業基金条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

開催日数 日 359 360 356 360 360

来場者車両台数 台 155,467 150,000 160,605 150,000 150,000

環境交付金総額 円 11,350,820 10,780,000 11,339,086 11,220,000 11,100,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

２地区自治公民館 対象地区自治公民館 館 2 2 2 2 2

地区公民館運営に関する経費 対象地区人口 人 352 350 350 350 350

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

生活環境を向上させる。 環境整備活動を行った地区自治公民館数 館 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

生活環境に関する問題が解決できる。 ％ 82 85 78

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 350 350 350 350 350

千円 0 0 0 0 0

千円 350 350 350 350 350

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 350 350 350 350 350

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　競輪場外車券発売場（サテライトみぞべ）設置に伴い、開設に係る協定書に基づき競輪競技開催自治体（武雄市）から交付される環境整備交付
金を、地元における環境整備対策に用いることを目的に、周辺の２地区自治公民館に地域環境整備交付金として交付する。

【事務事業の流れ】
①レース毎の売上等実績報告受理　②四半期毎に環境整備交付金受け入れ※（実績確認・請求）　③地元２地区自治公民館へ環境整備交付金
交付（環境整備交付金に充当する分以外は、ケーブルテレビ運営経費の財源となっている）
※売上金２千万円までは売上金の0.75％、２千万円を超える部分は売上金の１％

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
生活環境が維持又は改善されていると感じる
地域住民の割合

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　場外車券発売場の開設に伴い、対象地域の
交通防犯、ゴミ投棄等の環境悪化が懸念された
ことから、競技主催自治体から交付される地元
環境交付金の一部を、発売場周辺地域の地区
自治公民館に対する地域環境整備交付金とし
て交付することとなった。（平成16年度）開設より
２年目までは計画時の見込みより大幅に入場者
と環境交付金が上回った。
　現在は県内に同様の施設が開設されたことな
どが影響し、利用者数、交付金ともに減少傾向
が続いている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

地域環境整備交付金の交付
　・瀬竹地区自治公民館　200,000円
　・下有川切門地区自治公民館　150,000円

　本交付金の活用により、競輪場外車券発売場の近辺に位置する地域
の適切な環境整備が図られている。
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0102010902020104 地域環境整備交付金事務事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

　交付対象の地区自治公民館に当該交付金を活用して地域の交通防犯対策や環境整備が図られるよう働きかける。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　競輪場外車券発売場の開設に伴い地域の交通防犯、ゴミ投棄
等の環境悪化が懸念されていることに対し、地域の環境整備を図
ることを目的として地元に交付金の交付を行っているため、基本事
業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　市が交付金を受け取り、それを財源として補助金を交付している
ため。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　対象地区の２地区自治公民館は、本交付金の活用により適切な
環境の整備に努めていると言えるため。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　地元の地区自治公民館は、交付された地域環境整備交付金を
地域内の清掃活動の経費などに充てている。廃止・休止した場合
はこのような対策も行えなくなる可能性があり、地域の環境が悪化
する恐れがある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

競輪場外車券発売場は溝辺地区にしかないので、類似事
業との統廃合は考えられない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　地域環境整備交付金は、競輪場外車券発売場の開設に伴って
創設されたものであり、対象地域に継続的に交付しているため削
減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　交付金の交付に係る事務であり、業務時間の削減余地は少ない
。
なお、担当職員は他の業務を兼務しながら事務を行っており、最
小限の業務時間に留めている。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　本交付金は、一部の地域に限定されてはいるものの、競輪場外
車券発売場の立地により影響を受ける地域に対して交付されるも
のであることから、不公平には当たらない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　引き続き、対象地域の適切な環境整備が図られるように瀬竹地区自治公民館及び下有川切門地区自治公民館に地域環境整
備交付金を交付する。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010902020104 地域環境整備交付金事務事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 350 350 350

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

350 350 350

0 0

0 0

0 0

350 350 350

0 0 0

計 350 350 350

当初予算 350 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入 350

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 350 0

0

0

0

0

合　計 350

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む

21



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011006010201 事務事業名 元気なふるさと再生事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 06 共生・協働のまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 01 市民参加によるまちづくりの推進 グループ
基本事業名 02 まちづくりに参加しやすい環境づくり 内線番号 1543

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 20 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 霧島市集落支援員設置要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

マンパワー支援事業として支援要員を派遣した回数 回 4 5 5 5 5

集落支援員の活動回数 回 105 200 71 80 80

回 0 0 0 0 0

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

元気なふるさと再生集落 公民館数 6 11 5 5 5

地区自治公民館 公民館数 12 11 12 17 17

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

交流人口が増加する。 人 71.0 100.0 74.0 100.0 100.0

地域活動の支援を受けられる。 集落支援員の活動回数 回 105 200 71 80 80

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

まちづくりや地域活動がしやすくなる。 団体 1,291 1,225 1,273

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 621 743 486 725 747

千円 621 743 486 725 747

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 621 743 486 725 747

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

中山間地域活性化G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

65歳以上の人口比が５割を超え、地域活動が困難な状況になりつつある地区自治公民館（以下「元気なふるさと再生集落」という。）を対象に、地域
の現状と課題を把握するとともに、地域活動の支援を行う。
①マンパワー支援事業を実施し、交流事業を実施する際、市役所職員や民間企業の従業員、大学生を支援要員として派遣する。
②霧島市集落支援員を配置し、定期的な集落の巡回や話し合いに参加する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ 井戸端会議モデル事業の開催回数（※平成27年度以降、廃止）

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
元気なふるさと再生集落と位置付けた地区自
治公民館数

イ
65歳以上の人口比が5割を超えている地区
自治公民館数

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域の交流事業に支援要員として参加した
人数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
まちづくりや地域活動を行っている市民団体
数

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市の周辺部に位置する集落においては、人口
減少と高齢化の進展に伴い、生活扶助機能の
低下、身近な交通手段の不足、空き家の増加、
森林の荒廃、耕作放棄地の増加などの重大な
問題が生じている。65歳以上の人口比が５割を
超えている地区自治公民館は、平成28年度に
12地区になり、平成29年度は平山地区が抜け
たものの、中津川地区が新たに入り、12地区で
、今後も増え続けることが予想される。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

・マンパワー支援事業において、計５回延べ48人、鹿児島大学農援隊及
び、第一工業大学の学生に参加してもらった。
・霧島市集落支援員を５人配置し、延べ71回定期的な集落の巡回や話し
合いに参加することで、地域活動への指導・助言を行った。

・マンパワー支援事業を活用し、地域外の大学生や市職員等が地域行
事に参加したことで、住民と若者の交流が図られるとともに地域行事が活
性化された。
・集落支援員による定期的な集落の巡回、地域活動への指導・助言等に
より、地域住民の行事等への参加協力や理解を得られやすくなった。
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0102011006010201 元気なふるさと再生事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
地域活動が困難な状況になりつつある地域においては、地域活
動を支援することにより活性化され、まちづくり活動がしやすくなる
ので結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

高齢化率の高い地域においては、地域活動への参加者や担い手
が少なく、地域住民だけではまちづくりや地域活動を行うことが困
難になりつつあるため、市の支援が必要である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
支援要員の派遣依頼があった地域活動に対して、大学生や市内
ボランティア団体へ要請し、参加を呼び掛けているが、依頼がある
のが一部の地区に偏っているため、他の地区の行事等でも活用し
ていただくように広報する。
また、他の大学等への働きかけや市内企業の地域貢献活動など
協力を求めることで、より支援の幅を広げることができる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
地域活動を行うことがますます困難になり、参加者の一層の減少
など地域活動が衰退する。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

集落支援員の活動費用や地域行事に派遣する学生等の交通費
など必要最低限の経費であり、削減余地はない。
特に、集落支援員については、今後、増員することや地域おこし
協力隊の導入も検討していることから削減は考えられない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員の人件費は支援に係る連絡調整に要する経費であり、削減
はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

高齢化率が５割を超える地区自治公民館（12地区）を対象として、
地域行事への支援要請も全ての地区から受け付けているので公
平である。また、このうち地域活動が困難な状況になりつつある地
域（元気なふるさと再生集落）５地区に５名の集落支援員を配置し
ているところである。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

少子高齢化等により、65歳以上の人口の割合が５割を超える地区自治公民館は、平成29年度で12カ所となっており、今後も増え
ることが予想されることから、元気なふるさと再生集落以外の地域についても、集落支援員の配置やマンパワー支援事業の活用を
検討し、集落の維持、活性化を図る。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

引き続き、65歳以上の人口の割合が5割を超える地区自治公民館を中心に、集落支援員の配置やマンパワー支援事業等を活用
し、集落の維持、活性化を図る。
さらに、既存のストック活用による小さな拠点等の形成を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011006010201 元気なふるさと再生事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 475 669 669

9 0 45 67

10 0 0

11 11 11 11

11 11 11

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

486 725 747

0 0

0 0

0 0

0 0

486 725 747

計 486 725 747

当初予算 743 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 743 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011006010303 事務事業名 移住ＰＲ・体験事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 06 共生・協働のまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 01 市民参加によるまちづくりの推進 グループ 中山間地域活性化Ｇ

基本事業名 03 移住定住促進 内線番号 1543

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 19 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

移住体験研修開催回数 回 2 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

移住体験研修募集案内発送者 人 290 300 325 300 300

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

霧島市に移住したいと思う。 移住体験研修事業に参加した人数 人 7.0 20.0 11.0 20.0 20.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

霧島市に移り住んでもらう。 移住者数 人 178 110 189

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 170 170 590 170 170

千円 0 0 0 0 0

千円 4 12 12 12 12

千円 1,212 1,355 822 1,511 1,511

千円 1,386 1,537 1,424 1,693 1,693

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,386 1,537 1,424 1,693 1,693

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

この事業は、霧島市のすばらしい風土を知っていただくとともに、稲刈り、なし狩り、しいたけ駒打ち、陶芸体験などの体験をとおして、霧島市への移
住を促進することを目的とする事業である。内容については、年２回程度（秋と冬）、２泊３日の農業体験研修を行う。
なお、５組10名を基本として募集し、参加料は、宿泊代、食事代を含んで、１人当り25,000円程度である。（交通費は、別途自己負担）
募集方法については、直接移住相談をされた方、各種イベントに参加し移住相談をされた方に対して、直接募集通知を送るとともに、市のホームペ
ージや、移住者向け関連サイトにも情報を掲載する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
霧島市への移住に興味を示している
人

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・平成19年度に電話や各種イベントに参加し、
移住相談を受ける中で、２泊３日程度で本市を
体験できる研修を行ってほしい旨の相談が多か
ったことから企画した。
・近年、本市への移住相談（希望者）、移住者数
とも増加傾向にある。
・議会からも移住定住促進のため、移住体験研
修事業の開催回数や内容等について、拡充の
要望があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

○都心地下鉄車内ポスター掲示（東京34枚、大阪120枚、名古屋20枚)　
○移住体験研修事業～秋の陣～及び～冬の陣～（２回実施）
期   日：平成29年10月6日（金）～10月8日（日）【秋の陣】
　　　　　 平成30年2月9日（金）～2月11日（日）【冬の陣】
場   所：主に中山間地域
　　　　　（溝辺地区、横川地区、牧園地区、霧島地区、福山地区）
参加者：７組１１名
内　 容：①先輩移住者宅訪問
　　　　　②霧島市ならではの「温泉」を満喫（湯治場等への宿泊）
　　　　　③稲刈り、なし狩り、有機野菜収穫作業、陶芸等の体験メニュー
　　　　　④参加者希望物件等の案内（分譲地、中古住宅）

都心地下鉄車内ポスター掲示により、都心からの問い合わせをただき、
移住に関する相談件数が増加した。
【参加者アンケート結果等から】
この体験研修を通じて、霧島市の魅力である自然や歴史、温泉などを直
接肌で感じていただけたことや先輩移住者の声を聞けたことで、霧島市
への移住に関心を持たれた。
また、体験メニューや希望物件の案内にも大変満足された。
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0102011006010303 移住ＰＲ・体験事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
霧島市への移住に関心のある人が体験研修に参加し、更に担当
職員も３日間行動を共にし、おもてなしを行っているため、参加さ
れた人が本市のファンになり、本市に移住した人もいるので、意図
に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

霧島市は移住定住を促進するための施策を展開している。また、
本市への移住に興味を持っている人に対して、本市の風土を体験
していただく唯一の事業であるため、市が直接体験研修を行うこと
は妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
アンケートの結果から参加者の満足度が高いことはわかる。
したがって、体験メニューを見直し、霧島市の魅力をアピールする
ことで、参加人数が増える可能性はある。
また、移住希望者の増加や参加希望者の増加に伴って様々なニ
ーズ増加など、体験メニューの企画運営についての民間事業者
の活用による事業充実・拡充の可能性がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
本市への移住に興味のある電話やメール等での相談者へ、資料
送付等により本市の魅力を情報提供はできるものの、実際に本市
の風土に触れた移住（農業）体験をとおしてＰＲする機会が失われ
る。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

職員が自ら公用車を運転し、案内を行うなど事業費の削減に努め
ていることから、これ以上事業費を削減することはできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

この事業は、市が独自で実施している事業である。
現在のところ、この類の事業を受託してくれる民間企業がないこと
から、外部委託ができないので、これ以上の人件費の削減は厳し
い。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

参加者募集については、各種移住イベント等において、移住相談
をされた方の中から霧島市への移住に興味を示されている方全員
に直接募集通知を送る方法と、市のホームページや移住関連サイ
トに掲載し募集する方法を行っており、また、宿泊料及び食事代
等も受益者が負担しているので公平である。。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

類似する事業を実施する自治体が増えてきていることから、より参加者のニーズに合ったものにするために、体験等の内容につい
てより充実させる必要がある。
また、参加者に対して、本市の魅力を十分に伝えられるよう、職員の説明力向上に努め、霧島市のファンになっていただき、移住
定住につなげる．

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

引き続き、都心での地下鉄車内広告及び、体験研修の実施により、霧島市をＰＲする。
また、霧島市に興味を持つ方々に対して、市ホームページや移住者向け関連サイトへの掲載、直接郵送での案内等、積極的な
情報提供に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011006010303 移住ＰＲ・体験事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 9 10 10

9 52 53 53

10 0 0

11 53 203 203

15 15 15

0 0

0 0

38 188 188

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1,136 1,217 1,217

19 27 27

1,110 1,178 1,178

0 0

7 12 12

13 150 150 150

14 24 60 60

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,424 1,693 1,693

0 0

590 170 170

0 0

12 12 12

822 1,511 1,511

計 1,424 1,693 1,693

当初予算 1,537 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 よかとこ暮らし体験事業費 590

0 その他 雑入 12

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,537 0

0

0

0

0

合　計 602

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011006010304 事務事業名 移住定住促進補助事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 06 共生・協働のまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 01 市民参加によるまちづくりの推進 グループ 中山間地域活性化Ｇ

基本事業名 03 移住定住促進 内線番号 1543

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ☐ H 年度～）

項 01 総務管理費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 霧島市ふるさと創生移住定住促進に関する条例、同規則

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金に関する問い合わせ件数 件 483 350 745 700 700

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

霧島市への移住希望者 補助金交付申請件数 件 43 30 52 50 50

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

移住する。 補助金交付制度での移住者数 人 118.0 100.0 155.0 150.0 150.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

霧島市に移り住んでもらう。 移住者数 人 178 110 189

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 22,300 22,900 30,582 32,700 32,700

千円 26,745 54,550 52,009 6,783 9,959

千円 49,045 77,450 82,591 39,483 42,659

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 49,045 77,450 82,591 39,483 42,659

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H20 H31

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市では、中山間地域（国分・隼人の市街地を除く区域）の活性化を図るために平成20年４月に霧島市移住定住促進補助制度をスタートさせ、
平成25年４月、平成28年４月に内容を見直し・拡充し、現在も続けている。現在の制度は、平成28年４月１日から平成32年３月31日までに本市の中
山間地域に住宅を新築した転入・転居者、賃貸物件に住む転入者、市街地を含む本市内に住宅を購入・増改築した転入・転居者を対象としている
。
【補助対象者の要件】
①５年（家賃補助は３年）以上定住　②60歳未満　③自治会加入　④市区町村民税に滞納がないこと　など
【補助金の種類・額】
①住宅取得補助金…上限額　新築：100万円、中古住宅購入：中山間50万円・市街地20万円　②住宅増改築補助金…上限額　中山間50万円・市
街地20万円　③家賃補助金（中山間のみ）…上限額　36万円　④扶養加算金…中学生以下（義務教育終了前）１人当たり30万円の加算金

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・「現在、国分・隼人に住んでいる霧島市民が、
補助対象地区に住宅を取得した場合も補助で
きる制度にできないか。」との一般質問があった
。
・移住希望者から、「補助対象区域を国分・隼人
の市街地にも広げてほしい。」との要望があった
。
・平成28年度から、市街地の中古住宅購入、増
改築についても補助対象事業として拡充した。
・中山間地域を取り巻く環境は、依然と厳しい状
況にあり、少子高齢化等による人口の減少やコ
ミュニティ機能の衰退、空き家の増加など課題
が山積している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【補助制度による移住者実績】
52世帯155人　うち中学生以下57人
上記のうち国分・隼人の市街地からの転居によるもの
（６世帯20人　うち中学生以下8人）
上記のうち市街地への転入
（14世帯36人　他中学生以下9人）

当初補助金支給額：31,291千円

平成28年度から第３期の補助制度を開始し、空き家の有効活用を図るた
め、中古住宅の購入・増改築については市街地も対象とした。
また、中古購入と増改築の重複申請を可とし、中山間地域の賃貸物件居
住者への家賃補助を開始した。さらに、中山間地域移住者への扶養加
算金（家賃補助対象者を除く）も増額するなど支援制度を手厚くすること
で、若い世代の移住者なども多く、市の活性化に寄与した。
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0102011006010304 移住定住促進補助事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
本市に住宅を取得（新築若しくは中古購入）又は増改築、賃貸借
契約した移住者に補助金を交付することにより、移住定住者が増
え、市の活性化につながるので結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国の人口が減少している中において、移住者の確保は、中山間
地域の活性化はもちろんのこと、市全体における人口の増、税収
の増、地域経済の発展などが期待されるので、市が率先して行う
べき事業である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
本市の移住定住施策（補助事業）について、各種移住イベントや
インターネット等を活用して、本市への移住に興味を示す方々に
周知することにより、移住者が増加する可能性はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
本市への移住者のほとんどが本事業を利用しており、この方々へ
のアンケート調査でも「補助金が移住の後押しになった」との回答
も多かったことから、廃止すると移住者が減少するおそれがあり、
影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
　

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
　

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

本事業の経費は補助金だけであり、これまでも制度の見直しにより
、年齢要件や補助金額の引き下げなど削減しているので、これ以
上削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

人件費は、補助金の内容説明、審査等に要する経費であり、削減
はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

中山間地域の活性化及び空き家対策のための補助事業であり、
補助対象者には一定の要件を付していることから、公平・公正であ
る。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

第３期補助制度も３年目となり、制度内容についても周知が図られてきており申請件数も増加傾向にある。移住者数増加に向け、
更なる周知を図る。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

　本事業の有効期限は平成32年3月31日である。引き続き、制度についての周知徹底を図るとともに、制度内容について検証しな
がら、第３期補助制度期間満了後について、検討する必要がある。
　また、補助制度の対象とならない方々についても、本市の魅力を丁寧に説明しながら、移住施策について取り組んでいく。

（１）事務事業の改革
改善方向性

29



0102011006010304 移住定住促進補助事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 82,591 39,483 42,659

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

82,591 39,483 42,659

0 0

0 0

0 0

30,582 32,700 32,700

52,009 6,783 9,959

計 82,591 39,483 42,659

当初予算 77,450 区分 名称 金額

補正予算 5,182 その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金 30,582

5,182 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 82,632 0

0

0

0

0

合　計 30,582

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

補正第6号

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102011006010308 事務事業名 移住定住促進イベント等参加事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

政策名 06 共生・協働のまちづくり 担当課長 西　敬一朗

施策名 01 市民参加によるまちづくりの推進 グループ 中山間地域活性化Ｇ

基本事業名 03 移住定住促進 内線番号 1543

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 19 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 10 霧島ふるさと元気再生事業費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談対応組数 組 51 30 70 50 50

移住ＰＲチラシ・パンフレット等配布枚数 枚 1,310 1,200 1,395 1,200 1,200

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

イベント会場に来場した人 人 66,145 50,000 62,651 50,000 50,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

霧島市に興味を持つ。 霧島市のブースに相談に来られた人の数 人 79 30 104 80 80

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

霧島市に移り住んでもらう。 移住者数 人 178 110 189

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,413 1,454 1,424 1,460 1,460

千円 1,413 1,454 1,424 1,460 1,460

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,413 1,454 1,424 1,460 1,460

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

東京、大阪、名古屋を中心に行われる移住交流のイベントに参加し、来場者に霧島市の魅力を積極的にＰＲするとともに、移住相談ブースを設け、
移住相談に応じ、移住定住につなげる。
【参加イベント及び回数】
①ふるさと回帰フェア…東京と大阪でそれぞれ年１回開催
②かごしま移住・交流セミナー…東京で年複数（２～３）回、大阪と名古屋でそれぞれ年１回開催（※年によって開催場所、開催回数は異なる。）
③ＪＯＩＮ移住交流イベント…東京で年１回
④関西かごしまファンデー…大阪（京セラドーム）で年１回開催
⑤その他ふるさと会（不定期）　など

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
移住（田舎暮らし）に興味を持っている
人

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・「ふるさと回帰フェア」、「かごしま移住・交流セ
ミナー」、「ＪＯＩＮ移住交流イベント」は、移住や
交流に的を絞ったイベントである。また、「かごし
まファンデー」は、鹿児島県出身者が多く参加
するイベントである。これらのイベントに参加し、
移住に関するＰＲを行っている。
・本気で移住定住を考えている方が相談してく
ださるイベントであることから、本市への移住定
住を促進するには有効な手段である。
・各種移住定住イベントに参加し、霧島市の知
名度向上を図るための情報発信をする必要が
ある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【参加イベント名】
ふるさと回帰フェア東京（9月）,大阪（7月）
かごしま移住・交流セミナー東京（8月,10月）,大阪（10月）,名古屋（1月）
ＪＯＩＮ移住交流イベント東京（１月）
関西かごしまファンデ―大阪（4月）
ダイワハウストークイベント（5月）
移住＆起業・就農フェア福岡（12月）　　　合計　10回参加

・霧島市への移住相談者：70組、104名

東京、大阪、名古屋には、移住に興味を持つ方がたくさんいる。
各都市での移住希望者が集まる各種イベントには、移住を推進する全国
の多くの自治体が参加しているが、霧島市のブースには、どのイベントに
おいても確実に相談者が訪れており、移住地としての魅力を積極的にＰ
Ｒすることにより、本市に興味を持っていただくことができた。
また、移住希望者も増加傾向にあり、各イベントへの参加者の増加及び
霧島市への相談も増加している。
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0102011006010308 移住定住促進イベント等参加事業
企画部

地域政策課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
移住定住を促進する本市にとって、移住施策ＰＲ及び個別移住相
談が行える有効な事業（イベント）であるので、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

移住定住を促進する全国のどの自治体においても職員が参加し
ており、移住施策のみならず、生活環境や子育て支援、福祉、雇
用など各種支援策を移住希望者に説明し、相談に応じるためには
、市が行うことは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
事務事業の概要のとおり、各種イベントに参加しているが、鹿児島
県主催の「かごしま移住・交流セミナー」では、短時間で本市の良
さをイベント参加者にＰＲしなければならない。より効果的なＰＲを
することにより、相談窓口に来られる移住希望者を増やせる可能
性はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
この事業は、移住に特化したイベントで、その上、移住定住希望
者に直接、本市をＰＲできる場及び移住相談に応じる数少ない場
であり、この事業がなければ、首都圏、関西圏等からの移住者数
の減少が懸念される。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

本事業の主な経費は旅費である。
航空運賃については、早割やホテルパック等利用により、事業費
削減に努めている。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

人件費は、イベント会場での移住ＰＲ及び移住相談に要する経費
であり、これ以上削減はできない。
また、出張者を２名から１名に削減することも検討したが、本市へ
の移住相談者も多いことから、２名での対応が望ましいと考える。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

移住定住を促進し、本市の人口が増えれば、商工業の発展、経
済の活性化及び税収等の増につながり、本市の発展に大きく寄
与するので、公平性が確保される。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　より多くの移住希望者に相談ブースに来ていただけるように、県と協力しながら告知を十分に行い、霧島市を十分にアピールで
きるように、資料作成やプレゼンテーション力を高める。
　また、霧島市の魅力である自然環境や歴史、温泉、空港があることによる移住先として、魅力的なまちであることを積極的にＰＲし
、多くの方に、霧島市に興味を持っていいただけるよう努める。
　

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

　これまで進めたきた、移住定住促進の施策を検証しながら、霧島市が自然環境や歴史、温泉、空港等の立地条件に恵まれてお
り、、移住先として魅力的な環境であることを、より効果的な方法でＰＲする。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102011006010308 移住定住促進イベント等参加事業
担当部 企画部

担当課 地域政策課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 22 50 50

9 1,000 1,000 1,000

10 0 0

11 9 10 10

9 10 10

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 86 93 93

66 73 73

20 20 20

0 0

0 0

13 0 0

14 257 257 257

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 50 50 50

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,424 1,460 1,460

0 0

0 0

0 0

0 0

1,424 1,460 1,460

計 1,424 1,460 1,460

当初予算 1,454 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,454 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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	H29 01-02-02-ＪＲ国分駅バリアフリー化促進事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 01-02-03-コミュニティバス等運行事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 01-02-03-路線バス支援事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 01-02-03-霧島市地域公共交通網形成計画推進事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 02-02-01-空港周辺地域環境整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 02-02-01-空港周辺地域住宅騒音防止対策事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 02-02-01-地域環境整備交付金事務事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 06-01-02-元気なふるさと再生事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 06-01-03-移住ＰＲ・体験事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 06-01-03-移住定住促進補助事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H29 06-01-03-移住定住促進イベント等参加事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート


